
◆16日、政府の規制改革会議（議長：岡素之/住友商事相談役）の第29

回会合が開催され、介護・保育事業所における経営管理の強化と社福

と営利企業とのイコールフッティング確立に向けた意見書が取りまと

められました。

イコールフッティング確立に向けた議論に関しては、社福に社会貢

献活動の実施を義務化する方針が決定しているところですが、その実

施時期について、2015年半ばまでに法令で義務付けるよう厚労省に求

めています。社会貢献活動としては、生計困難者に対する無料・低額

の福祉サービスの提供や生活保護世帯の子どもへの教育支援などが挙

げられています。また、社会貢献の定義や会計区分の整備、社会貢献

への拠出制度の創設など、義務化に向けた具体的な制度設計を今年度

中に行うよう厚労省に求め

ているほか、一定規模を超

える社福に対しては法令に

よる義務化に先駆けて社会

貢献の実施を要請すべきで

あることなども併せて示さ

れました。

第一種社会福祉事業の経

営主体は、行政又は社福と

定められていますが、この

うち特養の運営について参

入規制を撤廃し株式会社な

どの参入を認めるよう議論

が進められてきました。同

会議は特養への民間参入

は見送る方針で今回示した

意見書には盛り込まれてい

ません。

（参考：内閣府ＨＰ／福祉新聞／日経新聞ウェブ）

◆28日、社会保障審議会介護給付費分科会

（会長：田中滋／慶大大学院経営管理研究科

教授）が開催され、2015年４月の介護報酬

改定に向けたスケジュールが示されました。

認知症への対応や補足給付の基準費用額、処

遇改善などをテーマに今年の12月中旬には

介護報酬改定についての取りまとめを行うと

しています。また、2015年10月に予定され

ている消費税率10％への引き上げに関して、

増税が実施された場合は2015年度の改定で

併せて対応することも示されました。

介護報酬は３年に１度、物価変動や政策の

必要性から見直しが行われ、来年度が定例改

定の年にあたります。低賃金に加え高齢化に

よって介護需要が増す中、介護現場での人手

不足が問題となっており、今回の改定では処

遇改善の実施が焦点となっています。具体的

には賃上げに取り組んだ事業者への報酬を増

やすという、介護職員処遇改善加算の拡充策

が挙がっています。財源には消費増税分が想

定されていますが、委員の中には、将来的に

保険料や介護サービスを受ける人の自己負担

の引き上げにつながるのではないか、として

「報酬を引き上げ続けるのは難しい」といっ

た意見も出されています。

保険料や自己負担の上昇を抑えつつ、介護

職員の処遇改善を図るといった難しい対応が

求められているほか、給付の無駄やサービス

の見直しも今度課題となりそうです。

（参考：厚労省ＨＰ／日経新聞ウェブ）

◆第４回医療法人の事業展開等に関する検討会（座長：田中滋／

慶大大学院経営管理研究科教授）が開催され、複数の医療法人や

社福が一体となって医療、介護を提供する非営利のホールディン

グカンパニー型法人制度の創設に向け、厚労省から制度のイメー

ジや今後の検討課題について示されました。

新型法人制度は、医療と介護を切れ目なく提供するとともに法

人間での資金融通や人材異動を行うことによって経営の効率化を

図ることなどを目的に、議論が進められていました。昨年８月に

示された社会保障制度改革国民会議の報告書において、社福・医

療法人の合併が推進が提言されたのをはじめ、政府の産業競争力

会議の中間整理案では新法人設立に向け2014年度中に結論を出

すよう厚労省に求めていました。

厚労省は来年の通常国会に関連法案の提出を視野に入れ、今後

同検討会で本格的に議論を進める方針ですが、病院関係団体の委

員からは「かなり違和感がある」「なぜ新型法人が必要なのかと

いう議論が抜けている」といった否定的な意見があります。厚労

省担当者は「全ての医療法人が新型法人に移るわけではない」と

していますが、医療・社福の再編につながるだけに今後の議論が

注目されます。 （参考：厚労省ＨＰ／福祉新聞）

社福、医療法人一体運営
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議論議論議論議論のののの内容内容内容内容

＜＜＜＜方向性方向性方向性方向性＞＞＞＞

○新法人およびグループ内の社福や医療法人が

どのような社会貢献を行うかといった理念を

策定し、共有すること。

○新法人に参加する社福や医療法人が親会社の

意思決定に従って運営を行うようガバナンス

の仕組みを設ける。

○新法人が株式会社の介護事業者等に出資でき

るようにするなど、グループ法人間でヒト・

カネ・モノを有効活用する。

＜＜＜＜医療法人医療法人医療法人医療法人のののの透明化確保透明化確保透明化確保透明化確保についてについてについてについて＞＞＞＞

○年間１千万円以上の助成を受けている学校法

人は、公認会計士等による監査が義務付けら

れていることを考慮すると、医療法人につい

ても、社会的責任を考慮し、一定規模以上の

医療法人を対象に公認会計士等による監査を

義務付けるべき。

厚労省厚労省厚労省厚労省にににに求求求求めためためためた改革改革改革改革のののの内容内容内容内容

＜＜＜＜事業者事業者事業者事業者のガバナンスのガバナンスのガバナンスのガバナンス＞＞＞＞

○社福の財務諸表を集約し、一覧性および

検索性をもたせた電子開示システムを構

築すべき。

○社福が受給している補助金や社会貢活動

に係る支出額等の状況を、標準的形式に

従って国民に分かりやすく開示すべき。

○社福の役員に対する報酬や退職金等につ

いて、開示を義務化すべき。

○内部留保の位置付けを明確化し再投資の

促進や、退職給与引当金等の目的別の積

立を行うよう指導すべき。

＜＜＜＜経営主体間経営主体間経営主体間経営主体間のイコールフッティングのイコールフッティングのイコールフッティングのイコールフッティング＞＞＞＞

○特養について、中重度の要介護者を支え

るとともに、低所得者の支援など公的性

格を強めるべき


